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地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 
二酸化炭素排出量の増加が著しく、増加に歯止めのかからない業務部門

における実効性かつ即効性のある対策を推進するために、業務部門におけ

る二酸化炭素排出量の大幅な削減を実現する対策モデルを構築するため、

省エネ・新エネ設備の効果的な導入を実施する費用の一部に対し補助を行

う。また、先進的かつ先導的な温暖化対策を率先して導入する業務施設に

ついても、必要な費用の一部を補助する。 
 
２．事業計画 

地方公共団体及び民間事業者が所有する業務用施設に、先進的な新エ

ネ・省エネ設備整備等の対策技術の導入など率先的な取組を行う事業に対

して、設備導入等の対策事業費の一部を補助する。 
○地方公共団体が、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき策定した

実行計画に従い、新エネ・省エネ設備導入を行う事業に対して支援する。 
【補助内容】 
補 助 先  地方公共団体 
補 助 率  1/2 

 
○民間事業者のうち公共・公益サービス事業主体及び省エネ法の対象とな 
らない中小規模の業務施設に対し、自主行動計画が策定されている業種

においては、業界の目標値より高い二酸化炭素排出削減目標を達成する

ために、先進的な新エネ・省エネ設備整備を導入する事業に対する支援

を行う。また、自主行動計画が未策定の業種においては、独自のCO2削減

計画等を策定し、それに従った設備整備を行う事業に対して支援する。 
【補助内容】 
補 助 先  民間事業者 
補 助 率  1/2 

 
３．施策の効果 

業務部門における省CO2モデルの構築と各業種における普及を通じた、二

酸化炭素排出量の削減。 
 
４．備考 

補助金 ２，０００百万円 
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